
単位：円

№ 推奨事業メニュー 交付金対象事業の名称 事業の概要
 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠（対象数、単価等）
 ④事業の対象（交付対象者・対象施設等）

事業始期 事業終期

1
②エネルギー・食料品価格
等の物価高騰に伴う子育て
世帯支援

境町子ども食堂助成事業 R6.4 R7.3

2
③消費下支え等を通じた生
活者支援

境町プレミアム付電子クーポン「さか
エール！！Ｐａｙ」発行事業

R6.10 R7.3

3
②エネルギー・食料品価格
等の物価高騰に伴う子育て
世帯支援

小中学校給食費無償化事業 R6.4 R7.3

令和6年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 実施計画（推奨事業メニュー）

①物価高騰等の影響を受ける子育て世帯を支援するため「子ども食堂」を実施。18歳以下の子どもを対象に弁当を無料で提供
する。
②③・参加11店舗への助成金5,544千円・アプリシステム使用料554千円
【内訳】
・助成金：11店舗×10食×144回（15,840食）×1食350円＝ 5,544千円
・アプリ使用料（10％）：15,840食×（350円×10％）≒ 554千円
④町内在住の18歳以下の子ども

①物価高騰等の影響を受ける町民及び町内農商工業者を対象にプレミアム付電子クーポンを発行・販売する。発行総額
200,000千円
②③・電子クーポン券発行管理運営業務委託料 15,380千円
　（発行総額200,000千円÷プレミアム率1.3 ≒ 販売額153,800千円×10％）
・電子クーポンプレミアム分助成金 46,140千円
　（販売額153,800千円×プレミアム率30％）
・電子クーポン販売促進等助成金 1,600千円
　（チラシ等印刷製本費、振込手数料、郵便料、事務費等）
④町民及び町内農商工業者
（公共料金・税金支払いを除く）

①物価高騰等の影響を受ける子育て世帯の経済的負担の軽減を図ることを目的として、町内小中学校における学校給食費の
支援を行う。
②学校給食費の免除に係る費用（85,498千円）
③小学生分：46,750円（年額）×1,220人＝57,035千円
　 中学生1・2年生分：50,600円（年額）×370人＝18,722千円
　 中学生3年生分：48,705円（年額）×200人＝9,741千円
④町内小中学校の児童生徒の保護者


